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寝屋川市公共用地境界確定事務取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、都市管理部が所管する公共用地の境界確定の事務に関し必要な事

項を定め、もって公共用地の適正な管理に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴  境界確定とは、寝屋川市都市管理部に所属する職員（以下「職員」という｡)、

申請地の土地所有者（全部事項証明書の甲区欄の登記名義人をいう。以下同じ｡)

及び利害関係者が、公共用地と申請地との境界を協議の上決定し、及びこれを書

面で明らかにすることをいう。 

⑵  公共用地とは都市管理部が所管する公共用地をいう。 

⑶  公共用地隣接地とは公共用地と隣接する土地をいう。 

⑷  申請地とは公共用地隣接地であって、隣接する公共用地との境界について境界

確定の申請がなされた土地をいう。 

⑸  隣接地とは申請地と隣接する土地をいう。 

⑹  対側地とは公共用地と隣接する土地のうち、公共用地を挟んで申請地と相対す

る土地をいう。 

⑺  利害関係者とは申請地において境界確定が実施されることにより、境界位置に

直接影響が生じる隣接地又は対側地の土地所有者をいう。 

（場合によっては財産区代表者、水利組合長又は農協支部長、自治会長等も含まれる） 

 

（境界確定の対象外） 

第３条 次の各号に掲げる土地は、境界確定の対象としない。 

⑴ 法務局備付地図（公図）と現況が相違している土地。ただし、境界確定と同時に

当該相違が解消されると認める場合は、この限りでない。 

 ⑵ 所有権の範囲、境界の位置等について係争中の土地 

 ⑶ 公共用地との境界が既に確定済みであると認める土地 



 ⑷ 国土調査法（昭和 26年法律第 180号）に基づく地籍調査が完了している土地 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、適正な境界確定を行うことが困難であると担当部長

が認める土地 

 

（申請権者） 

第４条 境界確定の申請をすることができる者（以下「申請権者」という｡)は、次の各

号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 公共用地隣接地の土地所有者 

⑵ 公共用地隣接地の土地所有者が法人の場合における当該法人の代表者。ただし、

次に掲げる場合には、それぞれに定める者とする。 

ア 当該法人が解散し、又は倒産した場合は清算人又は管財人 

イ 当該法人が特殊法人である場合は法律、定款又は寄附行為に定める者 

⑶ 公共用地隣接地が共有地の場合における共有者全員。ただし、共有者のうちいず

れかが共有者全員の委任を受け代表者として申請することができる。 

⑷ 公共用地隣接地が集合住宅である場合における当該集合住宅に係る管理組合の規

約等に記載された代表者 

⑸ 公共用地隣接地の土地所有者が死亡している場合における相続人全員。ただし、

相続人のうちいずれかが相続人全員の委任を受けて代表として申請することがで

きる。 

⑹ 公共用地隣接地の土地所有者が民法（明治 29年法律第 89号）第 20条第１項に規

定する制限行為能力者である場合における当該土地所有者の法定代理人、保佐人及

び補助人（不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をするこ

とにつきその補助人の同意を得ることを要する場合に限る｡) 

⑺ 都市計画法（昭和 43年法律第 100号）に基づき開発行為に関する工事を実施して

いる施行者で、当該土地所有者から境界確定の申請に係る事務について委任を受け

た者。 

 

（申請） 

第５条 境界確定の申請（以下「申請」という｡)をしようとする者に対しては、公共用

地境界確定申請書（以下「申請書」という｡)に次の各号に掲げる書面を添付して提出



するよう求めるものとする。 

⑴  資格証明書又は商業登記簿謄本（申請者が法人の場合に限る) 

⑵  申請地、対側地及び申請地に隣接する土地に係る土地調書又は登記事項要約書

に調査者氏名、調査年月日、調査場所を記載したもの。 

⑶  法務局備付地籍図（公図）の写しに方位を記したもの及び公図合成図 

⑷  申請地に係る土地登記簿謄本又は全部事項証明書 

⑸  申請地付近の位置図 

⑹  現況実測平面図（平面図は縮尺 250 分の１以上、横断面図は縮尺 100 分の１以

上のもの） 

⑺  次に掲げるもののうち、担当部長が必要と認める書面 

ア 土地沿革調書 

イ 地籍図の合成参考図 

ウ 地積測量図の写し 

エ 土地所在図の写し 

オ 住民票（戸籍付票）の写し 

カ 戸籍謄本（抄本）の写し 

キ 遺産分割協議書の写し 

ク 相続関係説明図 

ケ 本人確認書類の写し 

コ その他 

 

２ 前項に定めるものに代えて、登記情報提供サービスにより出力したものを提出する

場合は、必ず照会番号付きのものを提出するよう求めるものとする。 

  

３ 第１項に定めるもののほか、次の各号に掲げる場合には、申請をしようとする者に

対し、当該各号に定める手続を行うよう求めるものとする。 

 ⑴ 申請地の申請権者に代わり代理人が申請を行う場合及び申請地の申請権者に代わ

り境界確定に係る事務を代行させる場合は、申請地の申請権者の作成した委任状を

申請書に添付すること。 

 ⑵ 前条第２号又は第４号に規定する者が申請を行う場合は、申請をしようとする者



が申請権者であることを証する書面を申請書に添付すること。 

 ⑶ 前条第６号に規定する者が申請を行う場合は、前条第６号に規定する者に該当す

ることを証する書面を申請書に添付するとともに、申請書の申請者の欄に、申請地

の土地所有者の記名及び法定代理人の氏名を記載すること。 

⑷ 土地登記簿謄本及び法務局備付地図（公図）等を見ても、申請地、隣接地及び対

側地の位置関係等が明確に確認できないと担当部長が認める場合は、枚方法務局に

よる訂正後の地図（公図）又は訂正が困難な場合における土地所在図を申請書に添

付すること。 

⑸ 土地登記簿謄本に記載されている土地所有者が死亡し、相続登記がされていない

場合は、相続人を判断することができる戸籍・除籍謄本等及び相続関係説明図、遺

産分割協議書又は特別受益者証明書、住民票等を申請書に添付すること。 

⑹ 土地登記簿謄本に記載されている土地所有者の住所が現住所と異なる場合は、住

所の沿革が確認できる書類（住民票、戸籍の附票、住居表示変更証明書、商業登記

簿謄本等）を申請書に添付すること。 

⑺ 申請地の土地所有者の現住所が日本国内に存在しない場合は、当該土地所有者の

住所が存在する国にある日本国大使館又は領事館が発行した証明書を申請書に添

付すること。 

⑻ 申請地の土地所有者が日本国籍を有しない場合は、当該土地所有者が国籍を有す

る国の制度に基づく証明書を申請書に添付すること。 

 ⑼ 申請後に申請内容に変更が生じた場合には、速やかに公共用地境界確定申請変更 

届出書を提出すること。 

 

（境界確定手続の実施） 

第６条 前条の申請があったときは、この内容を審査し、当該申請に係る申請地が第３

条各号のいずれにも該当しない土地であり、添付された資料等により申請の内容が適

正であると認めるときは、申請を行った者（以下「申請者」という｡)に対し、境界確

定を行うこと及び第８条に規定する現地立会いを実施する日時を通知するものとする。 

 

（境界確定事務の代行） 

第７条 申請者は、境界確定に係る事務を次の各号に掲げる者に代行させることができる。 



⑴  土地家屋調査士 

⑵  測量士又は測量士補 

⑶  行政書士（大阪府行政書士会の測量に関する研修を受講し試験に合格した者の

うち、同会が認定した者に限る｡) 

２ 前項各号に掲げる者のほか、申請者は、建築確認の申請のために境界確定が必要な

場合に限り、現況実測平面図の作成に関する講習会の終了者名簿に登録された建築士

に境界確定に係る事務を代行させることができる。 

 

３ 前２項の規定により境界確定に係る事務を代行させようとする申請者に対しては、

代行者に代行させる事務の範囲を記載した委任状を申請書に添付するよう求めるもの

とする。 

 

（現地立会） 

第８条 職員、申請者及び利害関係者は、公共用地と申請地との間の境界の位置を確認

し、及び決定するため現地に立ち会い、第５条第１項各号に掲げる書類その他関係資

料に基づき協議するものとする。 

２ 申請地が里道敷又は水路敷等に隣接する場合で特に利害関係者の立会が必要と思わ

れる場合は立会を求めるものとする。 

３ 前項の規定により現地に立ち会った申請者及び利害関係者に対しては、立会者名簿

に住所及び氏名を署名するよう求めるものとする。 

４ 申請者及び利害関係者のうちにやむを得ず現地立会に参加できない者があるときは、

申請者に対し、当該参加できない者の署名のある立会証明書を提出するよう求めるも

のとする。 

 

（境界確定図の作成） 

第９条 前条第１項の規定による協議が調ったときは、申請者又は第７条第１項又は第

２項の規定により申請者から事務の代行を委任された者（以下「申請者等」という｡)

に対し、次項に規定する境界確定図（以下「境界確定図」という｡)を作成し、担当部

長に提出するよう求めるものとする。 

 



２ 境界確定図には、前条第１項の協議により決定された境界の位置を表記するととも

に、次の各号に掲げる事項を記載するものとする。 

⑴ 申請者の住所及び氏名 

⑵ 申請者の印（申請者が個人の場合は当該申請者の実印を、申請地が共有地の場合

は共有者全員の実印を、申請者が法人の場合は当該法人の代表者の登録印をいう｡) 

⑶ 利害関係者の住所及び氏名 

⑷ 利害関係者の印（隣接地又は対側地が共有地の場合は、共有者の半数以上の者の

印をいう｡) 

 

３ 境界確定図を提出する際には、印鑑登録証明書（申請者が個人の場合）又は印鑑証

明書（申請者が法人の場合）の原本（発行後３か月以内のもの）も併せて提出するも

のとする。 

 

（土地境界確定書） 

第 10条 前条第１項の規定により境界確定図が提出されたときは、当該境界確定図に基

づき土地境界確定書（寝屋川市公有財産規則（昭和 59年寝屋川市規則第 14号）第 19

条第２項に規定する土地境界確定書をいう。以下同じ｡)を２部作成し、１部を申請者

に交付し、１部を寝屋川市が保有するものとする。                                                     

 

２ 前項の土地境界確定書を申請者に交付するときは、寝屋川市手数料条例（平成 12

年寝屋川市条例第９号）第 14条第６号に規定する手数料を徴収するものとする。 

 

（境界標の設置） 

第 11条 前条第１項の規定により境界確定図が提出されたときは、申請者等に対し、現

地において境界標を設置し、その写真を撮影し、及びこれを提出するよう求めるもの

とする。 

 

（申請の取下げ） 

第 12条 申請書を提出した後、当該申請を取り下げようとする申請者に対しては、寝屋

川市公共用地境界確定申請取下書を提出するよう求めるものとする。 



（協議の終了及び申請書の返戻） 

第 13条 次の各号のいずれかに該当するときは、協議を終了するものとする。 

⑴ 公共用地と申請地との間の境界の位置に係る協議が整わなかったとき。 

⑵ 境界確定について利害関係者等の承諾を得られなかったとき。 

⑶ 申請者が前条の規定により申請を取り下げたとき。 

 ⑷ 申請日から１年を経過しても境界確定に至らず、申請者による協議延長の申出が

ないとき。また、協議延長期限が到来しても境界確定に至らないとき。 

 

２ 前項各号に該当し、申請者が申請書の返戻を希望する場合は、市は協議終了後３か

月を目途として当該書類の返戻に応じるものとする。なお、協議終了後申請書の受け

取りがないときは、市は申請書を廃棄することができるものとする。 

 

（土地境界確定書の発行申請）（明示書の再交付） 

第 14 条 既に境界確定がなされた公共用地隣接地に係る申請権者及び次の各号に掲げ

る者は、当該公共用地隣接地に係る土地境界確定書を発行するよう申請することがで

きる。 

 ⑴ 当該公共用地隣接地が共有地の場合における共有者の一人である者 

 ⑵ 当該公共用地隣接地が集合住宅である場合における当該集合住宅に係る所有権の

全部又は一部を有する者 

⑶ 当該公共用地隣接地の土地所有者が死亡している場合における相続人の一人であ

る者 

 

２ 前項に規定する者から同項の規定による申請があったときは、寝屋川市手数料条例

第 14条第 11号に規定する手数料を徴収した上で、土地境界確定書を発行するものと

する。 

 

３ 前項の規定により土地境界確定書を発行する場合には、あらかじめ、当該土地境界

確定書中に存する個人情報（寝屋川市個人情報保護条例（平成９年寝屋川市条例第 10

号）第２条第２号に規定する個人情報をいう｡)を削除するものとする。 

 



（境界確定の廃止） 

第 15 条 既に境界確定がなされた土地のうち境界を復元することが困難であると担当

部長が認める土地に係る申請権者は、新たに境界確定の申請を行い、境界が確定され

た時点で当該境界確定区間における過去の境界確定は効力を失うものとする。 

 

２ 第５条から第 13条までの規定は、前項による新たな境界確定の手続きについて準用

する。 

 

（雑則） 

第 16 条 この要領に定める文書等の様式及びこの要領の施行について必要な事項は、

「運用基準」として別に定める。 

附 則 

 この要領は、平成 25年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和３年５月１日から施行する。 

 この要領は、令和３年９月１日から施行する。 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。 


